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CISGにおける重大な契約違反






















国際物品売買契約に関する国際連合条約（United Nations Convention on Contracts for the
International Sale of Goods（CISG）は、1964 年の国際物品売買契約の成立についての統一
法（Uniform Law on the Formation of Contracts for the International Sale of Goods
（ULF））および国際物品売買についての統一法（Uniform Law on the International Sale of
Goods（ULIS））を基礎に国際連合国際商取引法委員会（United Nations Commission on
International Trade Law（UNCITRAL））により起草され、その後、ウィーン外交会議で採択
され、1988 年 1 月に発効した５。
1964 年のULIS10 条は「本条約の適用上、契約違反は、相手方と同じ状況にある合理的な者が
その違反およびその効果を予見したならば、契約を締結しなかったであろうことを、契約締結時
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四 判例
1 1995 年 12 月 6 日アメリカ第 2巡回区連邦控訴裁判所判決 24
（一）事実
1988 年 1 月に、イタリアの買主 Delchiはポータブルエアコンの製造のためにアメリカの売主
Rotorexから 10,800 個のコンプレッサーを購入する契約をした。エアコンは 1988 年春と夏に売
り出される予定であった。契約の履行前に、売主は買主にコンプレッサーの見本と仕様書を送付
した。コンプレッサーは 1988 年 5 月 15 日までに 3 回に分けて引渡される予定になっていた。売
主は 3 月 26 日に船便で初回分を送付し、4 月 20 日にイタリアの買主の工場に到着した。買主は
信用状によって初回分の支払を行った。売主は 5 月 9 日頃に第 2回分を送付した。買主は同じく
信用状によって第２回分の支払を行った。第 2回分の運送中に、買主は初回分コンプレッサーが




















2 1997 年 2 月 28 日ハンブルグ上級地方裁判所判決 25
（一）事実
イギリスの買主はドイツの売主からモリブデン含有量最低 64％のモリブデン鋼を１キロあた




1994 年 10 月 20 日に、売主は、中国の供給元が１キロあたり 10.5 ドルを要求したことから、
買主に購入価格の調整を求めたが、買主は拒否した。売主は 1994 年 10 月 31 日にモリブデン含
有量 60％のモリブデン鋼を１キロあたり 10.2 ドルで 11 月または 12 月初旬に出荷できるのみで
あることを買主に知らせた。買主はモリブデン含有量が減ることは受け入れたが、当初合意され
た価格と 11 月 15 日以前の出荷を要求した。買主は売主が要求に従わない場合には代替取引をし、
追加費用を売主に負わせる旨を知らせた。売主が 11月 15 日の期限に従うことができないと言う





証拠によると買主はモリブデン含有量 60％の中国のモリブデン鋼を 1 キロあたり 30 ドルで購
入する契約を China-N.N-Metals Imp. & Export Corp.（China-N）と締結した。CIF条件で
1995 年 1月または 2月の引渡であった。





CISG 75 条により代替取引の締結による損害賠償が認められる。買主は CISG49 条 1 項 b号
と 49 条 1項 a号により 1994 年 10 月 12 日の契約を解除する権利がある。
売主は 1994 年 10 月 12 日の売買契約に基づく引渡義務を果たさず、1995 年 1 月 11 日に代替
取引がなされた。期日に引渡す義務を果たさないことは CISG49 条 1 項 a号、25 条の意味にお
いて重大な契約違反と見なされなければならない。引渡の遅延は一般的に重大な契約違反になら




3 1996 年 4 月 3日ドイツ連邦最高裁判所判決 26
（一）事実




















4 2009 年 5 月 18 日スイス連邦最高裁判所判決 27
（一）事実
スイスの売主とスペインの買主が 2000 年 12 月 12 日に包装機械の売買契約を締結した。購入
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民法（債権法）改正検討委員会による「債権法改正の基本方針」【3. 1. 1. 77】では解除に関
して次の提案がなされていた33。
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